
 

 

 

 

第８回平和首長会議国内加盟都市会議総会総括文書 

 

 

平和首長会議は、昭和５７年（１９８２年）の設立以来、世界の都市と連帯し、核兵器廃絶

と世界恒久平和の実現を訴え続けてきた。平和首長会議には、現在世界の１６３の国・地域か

ら７，６７５の都市が加盟しており、その数は増加の一途をたどっている。そのうち、日本国

内の加盟都市は全市区町村の９９．４％に当たる１，７３０に及んでおり、第８回目となる平

和首長会議国内加盟都市会議総会を平成３０年（２０１８年）１１月５日及び６日の２日間岐

阜県高山市で開催した。 

 

初日は高山市プログラム「ピース フロム 高山」として、ソプラノ歌手独唱、高山市 PR

映像放映、高山市の平和の取組発表、海外姉妹友好都市からの平和メッセージ放映、高山市平

和都市宣言の紹介、朝日中学校の平和の取組発表・合唱、平和首長会議青少年「平和と交流」

支援事業「HIROSHIMA and PEACE」高山市参加者による報告、瞑想が行われた。 

 

２日目は、まず、東京都多摩市長、岐阜県瑞穂市長及び兵庫県加西市長からそれぞれの自治

体の平和に関する取組事例の報告を受けた。 

 

次に、平和首長会議事務総長から世界情勢と平和首長会議の取組について報告を受けた。 

 

続いて、平和首長会議への加盟要請活動の展開、日本政府に対する核兵器廃絶に向けた取組

の推進についての要請文の提出及び広島・長崎の被爆者の思いが市民社会で共有されるような

環境づくりについて審議・決定した。 

 

以上のことに加え、次の事項について事務局から報告を行った。 

① 平和首長会議メンバーシップ納付金平成 29年度決算について 

② 被爆体験伝承者、被爆体験記朗読ボランティア等を活用した平和学習について 

③ 東京オリンピック・パラリンピックに向けて実施する平和の取組について 

④ 第９回平和首長会議国内加盟都市会議総会の開催地について 

 

最後に、私たちは、核兵器を廃絶し、戦争のない平和な世界を実現するため、加盟都市を着

実に拡大し、共に行動していくことをここに宣言する。 

 

平成３０年（２０１８年）１１月６日 

第８回平和首長会議国内加盟都市会議総会 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

 

核兵器廃絶に向けた取組の推進について（要請） 

 

平和首長会議（会長：広島市長、副会長：長崎市長等世界の１５都市の市長）は、

昭和５７年（１９８２年）の設立以来、世界の都市と連帯し、核兵器廃絶と世界恒久

平和の実現を訴え続けてきました。平和首長会議には、現在世界の１６３の国・地域

から７，６７５の都市が加盟しており、その数は増加の一途をたどっています。その

うち、日本国内の加盟都市は全市区町村の９９．４％に当たる１，７３０に及んでお

り、第８回目となる平和首長会議国内加盟都市会議総会を１１月５日及び６日に岐阜

県高山市で開催しました。 

１９４５年８月、広島・長崎両市は一発の原子爆弾により一瞬にして廃墟と化し、

両市合わせて２１万人を超える多くの人々の尊い命が奪われました。放射線による被

爆者の苦しみは今も続いています。その広島・長崎の被爆の実相を見れば、核兵器は

「非人道兵器」の極みであり、「絶対悪」であることは明らかです。 

こうした中、平和首長会議では、平均年齢が８２歳を超えた被爆者に一人でも多く

「核兵器のない世界」を見ていただくため、２０２０年までの核兵器廃絶を目指す

「２０２０ビジョン」の展開を図ってきており、今後とも市民の安全で安心な暮らし

を守ることを目指して、加盟都市の市民、ＮＧＯ等との連携を強固なものにしていき

ます。 

核兵器をめぐっては、昨年７月の核兵器禁止条約の採択を始め、ＩＣＡＮのノーベ

ル平和賞受賞、米朝首脳会談の開催など、核兵器廃絶、核軍縮・不拡散に向けた大き

な動きが国際社会である一方、米国における臨界前核実験の実施や核兵器の役割を大

幅に強化する内容となった核態勢の見直し（ＮＰＲ）、核戦力増強の方針が示された

ロシアの年次教書演説、さらには、中距離核戦力（ＩＮＦ）全廃条約の破綻の危機等、

相反する動きもあります。 

核保有国を始め国際社会は、「核兵器のない世界」こそあるべき姿であるとの認識

の下、改めてＮＰＴ第６条の核軍縮の誠実交渉義務を確認し、具体的な核軍縮の措置

を速やかに実施するべきです。核兵器禁止条約は、この核軍縮の延長線上にあり、国

際社会は、現実的な手順を踏みながら、核兵器は違法であり、無くしていくという最

終目標を目指して、誠実で忍耐強い対応を続けることが重要であると考えます。 

核保有国と非核保有国の橋渡し役を果たすと表明している日本政府には、核兵器禁

止条約が全ての国により締結されることを多くの被爆者が待ち望んでいるとの認識

を共有し、核兵器禁止条約を締結するとともに、ＮＰＴ等の体制下での核軍縮の進展

に力を尽くしていただくことを強く要請いたします。 

 

平成３０年（２０１８年）１１月６日 

 

平和首長会議国内加盟都市会議 

代表  平 和 首 長 会 議 会 長 広島市長 松井 一實   

平 和 首 長 会 議 副 会 長 長崎市長 田上 富久

第８回国内加盟都市会議総会開催地市長 高山市長 國島 芳明 


